
 
平成平成平成平成22222222年年年年12121212月期月期月期月期    決算短信決算短信決算短信決算短信    

平成23年2月10日 

（百万円未満切捨て） 

上場会社名 アロン化成株式会社 上場取引所 東 

コード番号 7882 URL http://www.aronkasei.co.jp/
代表者 （役職名） 代表取締役社長 （氏名） 矢田 昭

問合せ先責任者 （役職名） 総務人事部長 （氏名） 芹田 泰三 TEL 03-5420-1141
定時株主総会開催予定日 平成23年3月25日 配当支払開始予定日 平成23年3月28日

有価証券報告書提出予定日 平成23年3月30日

1.  22年12月期の連結業績（平成22年1月1日～平成22年12月31日） 

(注) 21年12月期は決算期変更に伴い９ヶ月の変則決算となっておりますので、対前期増減率は記載しておりません。なお、前年同期比較の詳細につきま
しては［添付資料］３～４ページ「１．経営成績 (1)経営成績に関する分析」をご覧下さい。また、21年12月期の1株当たり当期純利益、自己資本当期純利益
率、総資産経常利益率は９ヶ月間の利益に対する数値を記載しております。 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

(注) 21年12月期は決算期変更に伴い９ヶ月の変則決算となっており、各キャッシュ・フローの数値は９ヶ月間の数値を記載しております。 
 

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年12月期 28,039 ― 1,583 ― 1,627 ― 732 ―

21年12月期 21,120 ― 1,332 ― 1,360 ― 649 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年12月期 18.31 ― 2.6 4.6 5.6
21年12月期 16.23 ― 2.3 3.8 6.3

（参考） 持分法投資損益 22年12月期  ―百万円 21年12月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年12月期 35,810 28,407 79.3 710.24
21年12月期 35,358 27,979 79.1 699.52

（参考） 自己資本   22年12月期  28,407百万円 21年12月期  27,979百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

22年12月期 2,540 △1,100 △370 10,678
21年12月期 2,342 △968 △521 9,609

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年12月期 ― 5.00 ― 2.50 7.50 299 46.2 1.1
22年12月期 ― 5.00 ― 5.00 10.00 399 54.6 1.4

23年12月期 
（予想）

― 5.00 ― 5.00 10.00 44.4

3.  23年12月期の連結業績予想（平成23年1月1日～平成23年12月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率） 

業績予想の詳細は４ページ「次期の見通し」をご覧下さい。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

14,100 5.4 750 9.5 750 8.7 320 19.9 8.00

通期 29,700 5.9 1,800 13.7 1,800 10.6 900 23.0 22.50
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4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

〔(注)詳細は、16～17ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧ください。〕 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

(注)1株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、21ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 無

② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年12月期 40,000,000株 21年12月期 40,000,000株

② 期末自己株式数 22年12月期  2,665株 21年12月期  2,264株

（参考）個別業績の概要 

1.  22年12月期の個別業績（平成22年1月1日～平成22年12月31日） 

(注) 21年12月期は決算期変更に伴い９ヶ月の変則決算となっておりますので、対前期増減率は記載しておりません。また、1株当たり当期純利益は９ヶ月
間の利益に対する数値を記載しております。 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年12月期 26,065 ― 1,571 ― 1,638 ― 774 ―

21年12月期 19,782 ― 1,430 ― 1,482 ― 803 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

22年12月期 19.36 ―

21年12月期 20.09 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年12月期 35,433 28,626 80.8 715.72
21年12月期 35,152 28,156 80.1 703.96

（参考） 自己資本 22年12月期  28,626百万円 21年12月期  28,156百万円

2.  23年12月期の個別業績予想（平成23年1月1日～平成23年12月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 本資料に記載されている業績見通し等、将来に関する記述は、本資料の発表日現在の見通しに基づくものであり、今後の事業環境の変化により実際の
業績が予想数値と大幅に異なる可能性があります。 
 なお、業績予想に関する事項は４ページ「次期の見通し」をご参照下さい。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

13,200 6.3 700 4.5 700 0.1 300 7.1 7.50

通期 27,800 6.7 1,700 8.2 1,700 3.8 850 9.8 21.25
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１． 経営成績 

（１）経営成績に関する分析 

  (当期の経営成績) 

当期の業績全般の概況 

(注)決算期変更に伴い、前連結会計年度は平成21年4月1日～12月31日までの9ヶ月変則決算となっており

ます。以下では業績比較を容易にするため、実質的な前年同期である平成21年１月１日～平成21年

12月31日との比較について記載しております。 

増 減  前年同期(参考) 

（自 平成21年１月 １日 

  至 平成21年12月31日) 

当連結会計年度 

（自 平成22年１月 １日 

  至 平成22年12月31日） 金 額 伸率 

 

売 上 高 

営 業 利 益 

経 常 利 益 

当 期 純 利 益 

百万円 

28,624   

1,854     

1,876     

816     

百万円 

28,039 

1,583 

1,627 

732 

百万円 

△585  

△270  

△249  

△84  

％ 

△2.0 

△14.6 

△13.3 

△10.4 

当連結会計年度におけるわが国経済は、海外需要の拡大や政府による経済対策の効果などによ

り回復傾向にあるものの、厳しい雇用情勢やデフレ状況の継続など、景気は先行き不安のまま推

移しました。 

当連結会計年度の売上高は、介護福祉用品、エラストマーコンパウンドが堅調に推移しました

が、管工機材製品は後半増加に転じたものの、昨年来の市況低迷による前半の落ち込みを補うに

は至らず、280億３千９百万円（前年同期比2.0％減少）となりました。 

利益につきましては、経費削減、効率化を進めましたが、稼働率の低下や原材料価格の上昇に

よる影響などにより、連結営業利益は15億８千３百万円（同14.6％減少）、連結経常利益は16億

２千７百万円（同13.3％減少）、連結当期純利益は７億３千２百万円（同10.4％減少）となりま

した。 

 

部門別の状況に関する分析 

事業部門別の業績の状況は次のとおりであります。           （単位:百万円） 

売上高 営業利益 
事業部門 

前年同期 当期 増減 前年同期 当期 増減 

管 工 機 材 部 門 

ライフサポート部門 

成 形 材 部 門 

環境ビジネス部門 

18,030 

7,654 

2,673 

266 

16,942 

7,843 

2,999 

254 

△1,087 

188 

325 

△11 

1,165 

857 

26 

△195 

574 

981 

200 

△173 

△591 

124 

174 

21 

合  計 28,624 28,039 △585 1,854 1,583 △270 

  （注）事業部門別業績は、新システムの導入に伴い、当連結会計年度より従来の販売ルート別から製品群別

の管理に変更しております。なお、前年同期の売上高および営業利益につきましても、変更後の区分

に合わせて組み替えております。 

管工機材部門 

管工機材製品の需要は、後半から回復に転じましたが、昨年から続いた落ち込みを補うには

至らず、管工機材部門全体の売上高は169億４千２百万円（前年同期比6.0％減少）となりまし

た。営業利益は、稼働率の低下に加えて、原材料価格の上昇に伴う製品価格転嫁が難航したこ

となどにより、５億７千４百万円（同50.7％減少）となりました。 

ライフサポート部門 

家庭用日用雑貨品は漬物用品などの荷動きが鈍く減少しましたが、主力の介護福祉関連製品

は概ね堅調に推移しました。この結果、ライフサポート部門全体の売上高は78億４千３百万円

（前年同期比2.5％増加）となりました。営業利益はコスト削減の効果などにより９億８千１

百万円（同14.5％増加）となりました。 

成形材部門 

エラストマーコンパウンドは、国内外共に需要が回復したことに加え、医療分野などの新規

用途開拓の効果により大幅に増加しました。特定需要家向け合成樹脂成形製品は減少しました。
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この結果、成形材部門全体の売上高は29億９千９百万円（前年同期比12.2％増加）となりまし

た。営業利益は出荷が大幅に増加したことにより２億円（同655.0％増加）となりました。 

環境ビジネス部門 

    分別ゴミ容器等はオフィス向け需要が後半回復傾向となりましたが、前半の減少を補うには

至らず、環境ビジネス部門全体の売上高は２億５千４百万円（前年同期比4.2％減）となりまし

た。営業損益は、１億７千３百万円の営業損失となりました。（前年同期は１億９千５百万円

の営業損失） 

 

 (次期の見通し) 

    今後の国内経済は、緩やかな景気回復が期待されるものの、雇用情勢の悪化や景気の下振れリ

スクの存在および原材料価格の上昇など、先行き予断を許さない状況にあります。 

    このような環境の中、当社グループはメーカーの原点に立ち返り、ものづくり力・営業力を再

強化すると共に、生産・人員体制をダイナミックにシフトし、次世代へ飛躍できる体制の構築を

目指します。また、より一層の経費削減など利益改善を最大の目標に掲げ推進してまいります。 

以上を踏まえた次期の連結業績見通しは次の通りであります。 

売上高は前年同期と比較して5.9％の増加、営業利益は同13.7％増加、当期純利益は同23.0％増

加を予想しております。 

 

当期 

（平成22年1月～12月） 

次期見通し 

（平成23年1月～12月）  

金額(百万円) 増減率(％) 金額(百万円) 増減率(％) 

売 上 高 

営 業 利 益 

経 常 利 益 

当 期 純 利 益 

28,039 

1,583 

1,627 

732 

△2.0 

△14.6 

△13.3 

△10.4 

29,700 

1,800 

1,800 

900 

5.9 

13.7 

10.6 

23.0 

            （注）増減率は、それぞれ前年同期と比較した増減率を記載しております。 

 

各事業部門別の状況は次のとおりであります。 

管工機材部門は、従来の排下水分野に加えて長期優良住宅制度関連分野などの屋内向け製品を

ターゲットとして積極的な展開を図ることにより、前年比増収を計画しております。また、営業

開発グループを設置し、新規事業分野への進出を目指した事業基盤づくりを進めます。 

ライフサポート部門は、家庭用日用雑貨品の需要低迷が続くものの、主力の介護福祉関連製品

は排泄・入浴用品、住宅改修や移動歩行用品などの新製品を積極的に投入することなどにより、

前年比増加を見込んでおります。 

成形材部門は、エラストマーコンパウンド拡販のため、医療分野では薬栓グレードの水平展開、

電材分野においては放熱グレード及びその川下製品である放熱シートの用途展開に注力し、前年

比増収を目指します。 

環境ビジネス部門は、戸別回収ゴミ容器などの環境保全用品、再生PET等を素材とした各種リサ

イクル関連製品の開発に注力し、前年比増収を計画しております。 

 

（参考）部門別販売実績および次期の見通し                           

当期 

（平成22年1月～12月） 

次期見通し 

（平成23年1月～12月） 事 業 部 門 

金額(百万円) 増減率(％) 金額(百万円) 増減率(％) 

管 工 機 材 

ラ イ フ サ ポ ー ト 

成 形 材 

環 境 ビ ジ ネ ス 

16,942 

7,843 

2,999 

254 

△6.0 

2.5 

12.2 

△4.2 

17,810 

8,340 

3,210 

340 

5.1 

6.3 

7.0 

33.3 

合  計 28,039 △2.0 29,700 5.9 

（注）増減率は、それぞれ前年同期と比較した増減率を記載しております。 
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（２）財政状態に関する分析 

（資産・負債・純資産及びキャッシュ・フローの状況に関する分析） 

当連結会計年度末における総資産は358億１千万円となり、前連結会計年度末（平成21年12月31

日）に比べて４億５千２百万円増加しました。このうち流動資産は、関係会社預け金や現金及び預

金など12億１千９百万円増加しました。固定資産は合計で７億６千７百万円減少しました。このう

ち有形固定資産が４億９千万円、投資その他の資産が２億３百万円いずれも減少しております。 

負債は74億２百万円となり、前連結会計年度末に比べて２千３百万円の微増となりました。 

純資産は284億７百万円となり、前連結会計年度末に比べて４億２千８百万円増加しました。こ

れは利益剰余金の増加によるものであります。以上の結果、自己資本比率は79.3％（前連結会計年

度は79.1％）となりました。 

 

当連結会計年度末のキャッシュ・フロー（現金及び現金同等物の残高）は、前連結会計年度末に

比べて10億６千９百万円増加し、106億７千８百万円となりました。 

各キャッシュ・フローとそれらの増減要因は次のとおりであります。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、25億４千万円の収入となりました。主な増加は、税金等

調整前当期純利益14億７百万円、減価償却費16億７千３百万円、棚卸資産の減少１億９百万円など

であります。主な減少は、仕入債務９億１千１百万円、法人税等の支払額４億７千万円、売上債権

３億１千８百万円などであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、11億円の支出となりました。主な支出は、固定資産の取

得12億４百万円、主な収入は投資有価証券の売却９千２百万円などであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、３億７千万円の支出となりました。これは、主に配当金

の支払い２億９千８百万円、および借入金の返済２千２百万円などによるものであります。 

 

平成23年12月期の設備投資額は26億円を予定しております。この内訳は、金型への新規投資や設

備の保全、増強投資のほか、総合研究開発施設「ものづくりセンター」の建設などを予定しており

ます。長期借入金の約定返済額は２千２百万円であります。 

 
（キャッシュ・フロー関連指標の推移） 

     当連結グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

 平成19年3月期 平成20年3月期 平成21年3月期 平成21年12月期 平成22年12月期 

 自己資本比率（％）        75.2        76.9 77.7 79.1 79.3 

 時価ベースの 

 自己資本比率（％) 
       66.0        39.8 30.0 40.7 43.1 

 キャッシュ・フロー対

有利子負債比率（年） 
        0.5         0.4 0.5 0.7 0.7 

 インタレスト・ 

 カバレッジ・レシオ（倍） 
       68.3        72.2 70.9 996.9 1,293.2 

 

（注）1.各指標はいずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 
   2.自己資本比率：自己資本÷総資産 
      3.時価ベースの自己資本比率：株式時価総額÷総資産 
    ＊ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式を除く）により算出しております。 
   4.キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債÷キャッシュ・フロー 
    ＊ 有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象と

しております。 
    ＊ キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用

しております。 
   5.インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー÷利払い 
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        ＊ 利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書における利息の支払額を使用しております。 

   6.平成21年12月期は、決算期変更に伴い9ヶ月間の変則決算となっておりますので、キャッシュ・フロー対

有利子負債比率およびインタレスト・カバレッジ・レシオは9ヶ月間のキャッシュ・フローおよび利払い

に対する数値を記載しております。 

 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

  配当につきましては、将来の事業展開を見据えるとともに、業績の推移を勘案し、株主の皆様に

対して継続的な利益還元に努めることを基本としております。内部留保資金につきましては、会社

の中・長期的な成長のための投資に充てる方針です。この方針に基づき、当面の配当金は年間10円

を基本とし、連結配当性向が30％以上となる水準を目標といたします。 

当期の期末配当金は、公表どおり１株当たり５円とさせていただく予定です。この結果、年間配

当金は年間10円、連結配当性向は54.6％となります。 

 次期の配当金は1株につき10円（中間５円、期末５円）を予定しております。 

 

（４）事業等のリスク 

当社グループの財政状態および経営成績に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のよ

うなものがあります。なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グル

ープが判断したものであります。 

①会社を取り巻く環境 

当社グループの製品は、いずれもその売上はほとんど国内におけるもので、日本国内の景気後退

およびそれに伴う需要の縮小は、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

また、当社グループの主力製品は、同業各社との激しい競合の状況にあります。当社グループは

長年にわたり蓄積された技術開発力により、新製品開発のより一層のスピードアップに努力してお

りますが、今後、競合の激化が市場シェアの低下や販売価格の下落をもたらし、経営成績に影響を

及ぼす可能性があります。 

②原材料の仕入れ価格の変動 

製品の主原料は石油化学製品であり、石油価格の著しい高騰による原料仕入価格の高騰によって

当社グループの経営成績は影響を受ける可能性があります。 

③公共事業について 

管工機材部門における下水道分野等の施主の中で官公庁は大きな割合を占めております。従いま

して、当社グループの業績は地方公共団体の下水道整備等、公共投資の動向に影響を受ける傾向が

あります。 

④特定取引先への依存 

各事業部門においては特定販売先に対する売上高比率が高い水準にあります。当該取引先との関

係は良好に推移しており、今後とも取引の維持・拡大に努める所存ですが、その動向によっては当

社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑤海外外注先への依存について 

  ライフサポート部門においては、部品及び製品の一部を海外の外注先から調達しており、当社グ

ループとしては製品を市場に安定供給するため外注先の管理には万全を期しております。しかし、

外注先の所在国の政治、経済、社会情勢が不安定となった場合、海外からの部品及び製品調達体制

に影響を受ける可能性があります。  

⑥災害に関するリスク 

管工機材部門における基礎商品である塩化ビニル管および成形材部門の大部分を占めるエラス

トマーコンパウンドは、当社の名古屋工場１ヶ所で製造しております。したがいまして、東海地区

で大規模な地震その他操業を中断する事象が発生した場合、当該製品の生産能力が著しく低下する

可能性があります。 

 

 

２．企業集団の状況 

   最近の有価証券報告書（平成22年３月30日提出）における｢事業系統図（事業の内容）｣及び｢関係

会社の状況｣から重要な変更がないため開示を省略いたします。 
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３．経営方針 

（１）会社の経営の基本方針 

当社は、「われわれの知恵と力で豊かな生活・環境を創造し社会に貢献する。」という経営理念

を掲げ、社会環境の整備と生活快適化のためのプラスチック製品およびその関連システムを創造す

るために、安全・安心で顧客満足の高い製品を生み出し、他社がまねできないものづくり力を持っ

た開発提案型成形・成形材メーカーを目指しております。 

 

（２）中長期的な会社の経営戦略 

 当社では平成23年度を初年度とする３カ年の中期経営計画を策定しました。その中で重点指向分

野を「給排水」､｢介護福祉」､「高機能エラストマー」および「環境・リサイクル」の４分野とし、

各分野で存在感のあるメーカーを目指します。 

各分野の基本方針は、次のとおりであります。 

① 給排水 

   公共下水・電力通信分野から給排水分野へシフトし、安定的利益を確保する。 

② 介護福祉 

   既存領域を深掘りするとともに、医療・リハビリ・予防等の新事業領域にもチャレンジし、

介護福祉用具の総合メーカーを目指す。 

③ 高機能エラストマー 

   機能を重視した開発を進め、医療、電材用途を伸長し、新たに部材成形品への参入を図る。 

   ④ 環境・リサイクル 

循環消費型社会の中で新事業創出のため、リサイクル樹脂成形技術の確立と製品開発を

進める。 

 

   加えて、中期経営計画では以下の３項目を重要課題と位置づけてアクションプランを実行するこ

とにより、最終年度である平成25年度には、連結売上高322億円、連結営業利益33億円を目指し

ます。 

 

① パイプ事業の抜本的事業改革による黒字化実現 

   外部業者委託などの物流合理化、製造コストダウン、製品の集約、選別販売などの各種施  

  策を実行し、営業利益黒字化を達成する 

 

② 介護用品のブランド力強化・新製品開発による事業拡大 

      積極的に経営資源を投入し開発体制を強化、顧客ニーズにあった安心で安全な製品を開発

し、「介護」＝「安寿」との認識が一般化するよう知名度アップを図り、事業を拡大する。 

    

③ 親会社である東亞合成のリソースと当社の技術を融合させ川下事業を拡大 

     両者が持つ技術力、開発力等を合わせることにより、オール東亞の川下事業を拡大し、当

社の将来の柱になる事業を構築する。 

 

 

（参考）中期経営計画目標数値 

 
平成22年度 

実績 

平成25年度 

計画 

 

売 上 高 

営 業 利 益 

経 常 利 益 

当 期 純 利 益 

百万円 

28,039     

1,583    

1,627   

732     

百万円 

32,200     

3,300    

3,300   

1,900     
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４.【連結財務諸表】 
(1)【連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成21年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,244 1,575 

受取手形及び売掛金 9,195 9,514 

商品及び製品 2,917 2,756 

仕掛品 252 362 

原材料及び貯蔵品 871 812 

前払費用 20 19 

関係会社預け金 8,405 9,102 

繰延税金資産 194 170 

その他 104 107 

貸倒引当金 △54 △52 

流動資産合計 23,151 24,370 

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 7,168 6,510 

減価償却累計額 △4,770 △4,296 

建物及び構築物（純額） 2,398 2,214 

機械装置及び運搬具 14,145 14,229 

減価償却累計額 △11,372 △11,853 

機械装置及び運搬具（純額） 2,772 2,376 

工具、器具及び備品 18,164 18,076 

減価償却累計額 △17,136 △17,273 

工具、器具及び備品（純額） 1,028 802 

土地 4,427 4,427 

その他 144 225 

減価償却累計額 △32 △69 

その他（純額） 111 156 

建設仮勘定 51 321 

有形固定資産合計 10,789 10,299 

無形固定資産 585 512 

投資その他の資産   

投資有価証券 407 328 

長期前払費用 60 58 

繰延税金資産 124 116 

その他 267 152 

貸倒引当金 △27 △27 

投資その他の資産合計 831 628 

固定資産合計 12,207 11,440 

資産合計 35,358 35,810 
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成21年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 4,293 3,381 

1年内返済予定の長期借入金 22 22 

未払費用 180 179 

未払法人税等 194 371 

未払消費税等 35 85 

賞与引当金 129 11 

製品回収引当金 7 5 

その他 661 1,516 

流動負債合計 5,525 5,573 

固定負債   

長期借入金 70 48 

退職給付引当金 205 197 

役員退職慰労引当金 3 4 

その他 1,573 1,579 

固定負債合計 1,853 1,828 

負債合計 7,378 7,402 

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,220 4,220 

資本剰余金 3,542 3,542 

利益剰余金 20,176 20,609 

自己株式 △1 △1 

株主資本合計 27,938 28,370 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 40 36 

評価・換算差額等合計 40 36 

純資産合計 27,979 28,407 

負債純資産合計 35,358 35,810 
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(2)【連結損益計算書】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 21,120 28,039 

売上原価 13,988 18,731 

売上総利益 7,131 9,308 

販売費及び一般管理費   

運搬費 1,792 2,283 

貸倒引当金繰入額 6 － 

人件費 1,594 2,183 

賞与引当金繰入額 50 5 

退職給付費用 100 132 

役員退職慰労引当金繰入額 1 0 

減価償却費 166 271 

租税公課 110 147 

その他 1,976 2,699 

販売費及び一般管理費合計 5,799 7,725 

営業利益 1,332 1,583 

営業外収益   

受取利息 60 58 

受取配当金 7 7 

受取技術料 0 － 

物品売却益 7 11 

為替差益 － 16 

雑収入 21 36 

営業外収益合計 97 129 

営業外費用   

支払利息 21 33 

売上割引 29 11 

環境整備費 － 24 

休止固定資産減価償却費 3 3 

雑損失 13 13 

営業外費用合計 68 85 

経常利益 1,360 1,627 

特別利益   

投資有価証券売却益 － 12 

固定資産売却益 － 10 

ゴルフ会員権売却益 － 1 

貸倒引当金戻入額 9 2 

特別利益合計 9 27 
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 

 至 平成22年12月31日) 

特別損失   

固定資産除売却損 67 35 

減損損失 54 187 

投資有価証券評価損 － 8 

事務所移転費用 － 9 

損害賠償金 27 － 

ゴルフ会員権評価損 1 6 

特別損失合計 150 246 

税金等調整前当期純利益 1,219 1,407 

法人税、住民税及び事業税 479 643 

法人税等調整額 90 31 

法人税等合計 569 675 

当期純利益 649 732 
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(3)【連結株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 

 至 平成22年12月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 4,220 4,220 

当期変動額   

当期変動額合計 － － 

当期末残高 4,220 4,220 

資本剰余金   

前期末残高 3,542 3,542 

当期変動額   

当期変動額合計 － － 

当期末残高 3,542 3,542 

利益剰余金   

前期末残高 20,007 20,176 

当期変動額   

剰余金の配当 △479 △299 

当期純利益 649 732 

当期変動額合計 169 432 

当期末残高 20,176 20,609 

自己株式   

前期末残高 △0 △1 

当期変動額   

自己株式の取得 △0 △0 

当期変動額合計 △0 △0 

当期末残高 △1 △1 

株主資本合計   

前期末残高 27,769 27,938 

当期変動額   

剰余金の配当 △479 △299 

当期純利益 649 732 

自己株式の取得 △0 △0 

当期変動額合計 169 432 

当期末残高 27,938 28,370 
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 

 至 平成22年12月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 32 40 

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 8 △3 

当期変動額合計 8 △3 

当期末残高 40 36 

評価・換算差額等合計   

前期末残高 32 40 

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 8 △3 

当期変動額合計 8 △3 

当期末残高 40 36 

純資産合計   

前期末残高 27,802 27,979 

当期変動額   

剰余金の配当 △479 △299 

当期純利益 649 732 

自己株式の取得 △0 △0 

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 8 △3 

当期変動額合計 177 428 

当期末残高 27,979 28,407 
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(4)【連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 1,219 1,407 

減価償却費 1,194 1,673 

減損損失 54 187 

損害賠償損失 27 － 

退職給付引当金の増減額（△は減少） △2 △8 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △7 0 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △68 △2 

賞与引当金の増減額（△は減少） △182 △117 

製品回収引当金の増減額（△は減少） △4 △2 

受取利息及び受取配当金 △67 △65 

支払利息 21 33 

固定資産除売却損益（△は益） 67 25 

投資有価証券売却損益（△は益） － △12 

投資有価証券評価損益（△は益） － 8 

ゴルフ会員権売却損益（△は益） － △1 

ゴルフ会員権評価損 1 6 

売上債権の増減額（△は増加） 941 △318 

たな卸資産の増減額（△は増加） 48 109 

仕入債務の増減額（△は減少） △426 △911 

その他の資産・負債の増減額 △12 937 

小計 2,804 2,947 

利息及び配当金の受取額 67 65 

利息の支払額 △2 △1 

法人税等の支払額 △527 △470 

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,342 2,540 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △10 － 

定期預金の払戻による収入 30 40 

固定資産の取得による支出 △983 △1,204 

固定資産の売却による収入 0 10 

固定資産の除却による支出 △10 △28 

ゴルフ会員権の取得による支出 △1 － 

ゴルフ会員権の売却による収入 － 1 

投資有価証券の取得による支出 △5 △12 

投資有価証券の売却による収入 － 92 

その他 11 － 

投資活動によるキャッシュ・フロー △968 △1,100 

アロン化成㈱（7882）平成22年12月期 決算短信

14



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △16 △22 

配当金の支払額 △480 △298 

自己株式の取得による支出 △0 △0 

その他 △23 △49 

財務活動によるキャッシュ・フロー △521 △370 

現金及び現金同等物に係る換算差額 － － 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 852 1,069 

現金及び現金同等物の期首残高 8,757 9,609 

現金及び現金同等物の期末残高 9,609 10,678 
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（５）継続企業の前提に関する注記 

   該当事項はありません。 

 

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

１．連結の範囲に関する事項 

  子会社は全て連結されております。当該連結子会社は、ミクニプラスチックス㈱、東海運輸成形㈱、山陽興業

㈱の３社であります。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

   該当事項はありません。 

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社の事業年度末日と連結決算日は、一致しております。 

 

４．会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

  ①有価証券 

その他有価証券 … 時価のあるもの･･･決算期末日前１ヶ月の市場価格等の平均に基づく時価法 

                                     （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

          時価のないもの･･･移動平均法による原価法 

    ②たな卸資産 

製品・原材料・仕掛品・貯蔵品 … 主として移動平均法による原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法に 

より算定） 

 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  ①有形固定資産（リース資産を除く） 

       定額法 

        なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

                建物及び構築物       ３～60年 

                機械装置及び運搬具   ３～８年 

                工具、器具及び備品     ２～20年  

②無形固定資産（リース資産を除く） 

      定額法 

     なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法 

  ③リース資産 

      所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっております。 

 

(3) 重要な引当金の計上基準 

  ①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

  ②賞与引当金 

連結子会社１社は、従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

③製品回収引当金 

販売した製品の自主回収に伴い、今後発生が予想される費用の合理的な見積額を計上しております。 
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④退職給付引当金 

連結財務諸表提出会社は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末において発生していると認

められる退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、退職給付引当金または前払年金費用を計上しており

ます。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。過去勤務

債務は、発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額法により費用処理

しております。 

（追加情報）  

  連結財務諸表提出会社は、平成22年10月１日付で退職金規程を改訂しポイント制を導入しております。

これにより発生した過去勤務債務は△103百万円であります。この変更による当期損益に与える影響は

軽微であります。 

  ⑤役員退職慰労引当金 

連結子会社１社は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づき計算された金額の全額を計上し

ておりましたが、内規の改訂に伴い、役員に対する退職慰労金制度が廃止されたため、内規上の経過措置か

ら生じる要支給額のみを計上しております。 

 (4) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

  消費税等の会計処理 

   税抜方式によっております。 

 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によっております。 

 

６．のれん及び負ののれんの償却に関する事項 

  のれん及び負ののれんの償却は、20年以内の一定の年数により均等償却によっております。なお、金額が僅少

なものについては、発生年度に全額償却しております。 

 

７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

  手許現金、随時引き出し可能な預金、関係会社預け金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について 

僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

 

（７）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

（たな卸資産の評価方法の変更） 

   従来、連結財務諸表提出会社は総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿

価切り下げの方法）を採用しておりましたが、当連結会計年度より移動平均法による原価法（貸借対照表価額

については収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）に変更いたしました。これは、基幹業務に係る新しい

情報システムを導入したことにより、従来に比べ、製造・物流部門を統合したきめ細かいたな卸資産の管理が

可能となったため、より適正な在庫評価・期間損益の算出を行うためであります。 

   この変更による損益に与える影響は軽微であります。 

 

追加情報 

賞与引当金 

連結財務諸表提出会社及び連結子会社２社は、当連結会計年度より賞与の支給対象期間を次のように変更い

たしました。 

変更前 

 上期賞与  11月11日から５月10日 

 下期賞与  ５月11日から11月10日 

変更後 

 上期賞与  １月１日から６月30日 

    下期賞与  ７月１日から12月31日 

 この変更による損益に与える影響はありません。 
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（８）連結財務諸表に関する注記事項 

（連結貸借対照表関係）                                                            
    前連結会計年度      当連結会計年度 

                     (平成21年12月31日)      (平成22年12月31日) 

１．担保資産                                      

           建物及び構築物              254百万円                245百万円 

           機械装置及び運搬具                406百万円            393百万円 

           土地                    181百万円            181百万円  

              計                             842百万円                819百万円 

   上記に対応する債務 

   長期借入金                              70百万円         48百万円 

   １年内返済予定の長期借入金         22百万円         22百万円 

 

２．期末日満期手形の処理 

   期末日は金融機関の休日でありましたが、満期日に決済が行われたものとして処理しております。連結会計

年度末残高から除かれている満期手形は次のとおりであります。 

                   前連結会計年度      当連結会計年度 

                 受取手形  362百万円    受取手形  293百万円 
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（連結損益計算書関係） 

     前連結会計年度       当連結会計年度 
                                             (自 平成21年 4月 1日           (自 平成22年１月 1日 
                                              至 平成21年12月31日)        至 平成22年12月31日) 

１．通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切り下げ額 

8百万円        △14百万円 

(△は戻入額) 

２．固定資産除売却損の主な内訳 

      ・除却損 

         機械装置及び運搬具                    34百万円                  9百万円 

         工具、器具及び備品                    11百万円                  9百万円 

         建物及び構築物                        21百万円                 12百万円 

      ・売却損 

         機械装置及び運搬具                     0百万円                － 百万円 

３．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 

                            770百万円                920百万円 

４．減損損失 

    前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

  当連結会計年度において、以下の資産について減損損失を計上しております。 

場 所 用途 種 類 減損損失 

（百万円） 

茨城県古河市 遊休資産 土地 2 

滋賀県高島市 緑化事業試験金型等 
工具、器具及び備品 

建設仮勘定 

長期前払費用 

6 

18 

27 

      当社グループは、事業用資産については管理会計上の事業区分を基本とし、遊休資産については個々の資産ごとに

グルーピングしております。 

土地は、社宅廃止の決定に伴い遊休資産となりましたが、時価が帳簿価額を下回ったため、帳簿価額を回収可能価

額まで減額しました。緑化事業試験金型等は、当該金型の開発を断念したため、帳簿価額を回収可能価額まで減損し

ました。 

なお、当該資産の回収可能価額は正味売却価額により測定しており、土地については路線価に基づき、緑化事業試

験金型等については売却不能として算定しております。 

 

当連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

  当連結会計年度において、以下の資産について減損損失を計上しております。 

場 所 用途 種 類 減損損失 

（百万円） 

大阪府高槻市 遊休資産 建物及び構築物 

工具、器具及び備品等 

129 

3 

愛知県名古屋市 研究施設 
建物及び構築物 

機械装置等 

51 

3 

      当社グループは、事業用資産については管理会計上の事業区分を基本とし、遊休資産については個々の資産ごとに

グルーピングしております。 

上記の資産は将来における具体的な使用計画がないため、帳簿価額を回収可能価額まで減額しました。 

なお、当該資産の回収可能価額は正味売却価額により測定しており、売却不能として算定しております。  
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（連結株主資本等変動計算書関係） 
前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 

株式の種類 
前連結会計年度末 

株式数(株) 

当連結会計年度 

増加株式数(株) 

当連結会計年度 

減少株式数(株) 

当連結会計年度末 

株式数(株) 

発行済株式 

 普通株式 

 

40,000,000 

 

－  

 

－  

 

40,000,000 

自己株式 

 普通株式 

 

1,766 

 

498 

 

－  

 

2,264 

 ２．配当に関する事項 

  (1)配当金支払額 

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日 

平成21年6月26日 

定時株主総会 
普通株式 

百万円 

279 

円 

7.00  
平成21年3月31日 平成21年6月29日 

平成21年11月4日 

取締役会 
普通株式 

百万円 

199 

円 

5.00  
平成21年9月30日 平成21年12月7日 

 

  (2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金 

の総額 

１株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

平成22年3月26日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 

百万円 

99 

円 

2.50  
平成21年12月31日 平成22年3月29日 

 

当連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 
前連結会計年度末 

株式数(株) 

当連結会計年度 

増加株式数(株) 

当連結会計年度 

減少株式数(株) 

当連結会計年度末 

株式数(株) 

発行済株式 

 普通株式 

 

40,000,000 

 

－  

 

－  

 

40,000,000 

自己株式 

 普通株式 

 

2,264 

 

401 

 

－  

 

2,665 

  

２．配当に関する事項 

  (1)配当金支払額 

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日 

平成22年３月26日 

定時株主総会 
普通株式 

百万円 

99 

円 

2.50  
平成22年12月31日 平成22年３月29日 

平成22年８月4日 

取締役会 
普通株式 

百万円 

199 

円 

5.00  
平成22年６月30日 平成22年９月６日 

 

  (2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金 

の総額 

１株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

平成23年3月25日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 

百万円 

199 

円 

5.00  
平成22年12月31日 平成23年３月28日 
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

                                     前連結会計年度       当連結会計年度 

(自 平成21年 4月 1日           (自 平成22年１月 1日 

                                               至 平成21年12月31日)      至 平成22年12月31日) 

      現金及び預金勘定                     1,244 百万円             1,575 百万円  

      関係会社預け金            8,405 百万円         9,102 百万円  
             計                              9,649 百万円              10,678 百万円 

        預け入れ期間が３ヶ月を                △40 百万円               －  百万円 
        超える定期預金                                                                

       現金及び現金同等物                   9,609 百万円              10,678 百万円 

(注)関係会社預け金は、親会社である東亞合成㈱ならびにその関係会社各社の資金を一元化して効率活用すること 

   を目的とした「キャッシュ・マネジメントサービス」により、東亞合成㈱へ預託した随時引出可能な資金で 

    あります。 

 

（セグメント情報） 

１．事業の種類別セグメント情報 

当連結グループは、合成樹脂製品を専ら製造販売しておりますので、事業の種類別セグメント情報に記載す

べき事項はありません。 

 

２．所在地別セグメント情報 

本邦以外の国または地域に所在する連結子会社および在外支店はありませんので、所在地別セグメント情報

に記載すべき事項はありません。  

 

３．海外売上高 

海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しております。 

 

 

（１株当たり情報） 

 

前連結会計年度 

（自 平成21年４月 1日 

   至 平成21年12月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成22年１月 1日 

   至 平成22年12月31日） 

１株当たり純資産額            699.52円 

１株当たり当期純利益金額      16.23円 

１株当たり純資産額            710.24円 

１株当たり当期純利益金額      18.31円 

(注) 1  潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

2  算定上の基礎 

   ① １株当たり純資産額 

 前連結会計年度末 

（平成21年12月31日） 

当連結会計年度末 

（平成22年12月31日） 

純資産の部の合計額（百万円）       27,979             28,407 

普通株式に係る期末の純資産額（百万円）       27,979             28,407 

１株当たり純資産額の算定に用いられた 
期末の普通株式の数（株）     39,997,736         39,997,335 

 

   ② １株当たり当期純利益金額 

 前連結会計年度 

（自 平成21年４月 1日 

 至 平成21年12月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成22年１月 1日 

 至 平成22年12月31日） 

当期純利益（百万円）               649               732 

普通株式に帰属しない金額（百万円）              －              － 

普通株式に係る当期純利益（百万円）         649         732 

普通株式の期中平均株式数（株）        39,998,085        39,997,435 
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（重要な後発事象） 

  該当事項はありません。 

 

（開示の省略） 

  リース取引、関連当事者情報、税効果会計、金融商品、退職給付、有価証券、賃貸等不動産に関する注記事項

につきましては、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。また、

デリバティブ取引、ストックオプション等、企業結合等については該当事項がないため開示を省略しております。 
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５.【個別財務諸表】 
(1)【貸借対照表】 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成21年12月31日) 

当事業年度 
(平成22年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,110 1,427 

受取手形 4,041 3,884 

売掛金 4,477 4,883 

商品及び製品 2,735 2,569 

仕掛品 222 350 

原材料及び貯蔵品 773 751 

関係会社預け金 8,354 8,764 

前渡金 7 13 

前払費用 12 19 

未収入金 54 132 

繰延税金資産 191 166 

その他 4 0 

貸倒引当金 △42 △27 

流動資産合計 21,942 22,935 

固定資産   

有形固定資産   

建物 6,060 5,462 

減価償却累計額 △3,861 △3,510 

建物（純額） 2,199 1,952 

構築物 1,107 1,048 

減価償却累計額 △909 △785 

構築物（純額） 198 262 

機械及び装置 13,868 13,959 

減価償却累計額 △11,231 △11,659 

機械及び装置（純額） 2,637 2,300 

車両運搬具 101 102 

減価償却累計額 △73 △80 

車両運搬具（純額） 28 21 

工具、器具及び備品 18,072 17,984 

減価償却累計額 △17,087 △17,191 

工具、器具及び備品（純額） 985 792 

土地 4,427 4,427 

リース資産 141 210 

減価償却累計額 △32 △65 

リース資産（純額） 108 144 

建設仮勘定 51 237 

有形固定資産合計 10,636 10,138 
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成21年12月31日) 

当事業年度 
(平成22年12月31日) 

無形固定資産   

ソフトウエア 57 490 

リース資産 12 9 

ソフトウエア仮勘定 500 － 

その他 9 9 

無形固定資産合計 580 509 

投資その他の資産   

投資有価証券 320 318 

関係会社株式 413 413 

出資金 0 0 

長期貸付金 840 830 

破産更生債権等 15 14 

長期前払費用 58 53 

差入保証金 139 110 

繰延税金資産 124 116 

その他 97 9 

貸倒引当金 △17 △16 

投資その他の資産合計 1,993 1,850 

固定資産合計 13,210 12,498 

資産合計 35,152 35,433 

負債の部   

流動負債   

買掛金 4,076 2,848 

1年内返済予定の長期借入金 22 22 

リース債務 37 53 

未払金 428 1,398 

未払費用 164 157 

未払法人税等 186 339 

未払消費税等 24 71 

前受金 0 － 

預り金 97 96 

賞与引当金 102 － 

製品回収引当金 7 5 

流動負債合計 5,147 4,992 

固定負債   

長期借入金 70 48 

リース債務 90 197 

退職給付引当金 205 108 

長期預り保証金 1,481 1,445 

その他 － 16 
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成21年12月31日) 

当事業年度 
(平成22年12月31日) 

固定負債合計 1,848 1,814 

負債合計 6,995 6,807 

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,220 4,220 

資本剰余金   

資本準備金 3,542 3,542 

資本剰余金合計 3,542 3,542 

利益剰余金   

利益準備金 397 397 

その他利益剰余金   

別途積立金 16,400 16,400 

繰越利益剰余金 3,558 4,032 

利益剰余金合計 20,355 20,829 

自己株式 △1 △1 

株主資本合計 28,117 28,591 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 39 35 

評価・換算差額等合計 39 35 

純資産合計 28,156 28,626 

負債純資産合計 35,152 35,433 
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(2)【損益計算書】 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 19,782 26,065 

売上原価 13,096 17,433 

売上総利益 6,685 8,632 

販売費及び一般管理費   

運搬費 1,720 2,190 

販売促進費 255 363 

貸倒引当金繰入額 5 － 

給料及び手当 1,213 1,656 

福利厚生費 157 239 

賞与引当金繰入額 50 － 

退職給付費用 97 127 

広告宣伝費 246 324 

通信交通費 211 254 

賃借料 337 495 

減価償却費 123 268 

租税公課 96 131 

その他 738 1,010 

販売費及び一般管理費合計 5,254 7,061 

営業利益 1,430 1,571 

営業外収益   

受取利息 60 60 

受取配当金 32 32 

受取技術料 0 － 

為替差益 － 16 

雑収入 25 42 

営業外収益合計 119 151 

営業外費用   

支払利息 22 33 

売上割引 28 10 

休止固定資産減価償却費 3 3 

環境整備費 － 24 

雑損失 12 13 

営業外費用合計 67 84 

経常利益 1,482 1,638 

特別利益   

固定資産売却益 － 1 

ゴルフ会員権売却益 － 1 

貸倒引当金戻入額 － 15 

特別利益合計 － 17 
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

特別損失   

固定資産除売却損 67 32 

減損損失 54 187 

投資有価証券評価損 － 8 

事務所移転費用 － 9 

ゴルフ会員権評価損 1 6 

特別損失合計 123 243 

税引前当期純利益 1,358 1,413 

法人税、住民税及び事業税 467 606 

法人税等調整額 87 32 

法人税等合計 554 638 

当期純利益 803 774 
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(3)【株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年1月１日 
 至 平成22年12月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 4,220 4,220 

当期変動額   

当期変動額合計 － － 

当期末残高 4,220 4,220 

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 3,542 3,542 

当期変動額   

当期変動額合計 － － 

当期末残高 3,542 3,542 

資本剰余金合計   

前期末残高 3,542 3,542 

当期変動額   

当期変動額合計 － － 

当期末残高 3,542 3,542 

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 397 397 

当期変動額   

当期変動額合計 － － 

当期末残高 397 397 

その他利益剰余金   

別途積立金   

前期末残高 16,400 16,400 

当期変動額   

当期変動額合計 － － 

当期末残高 16,400 16,400 

繰越利益剰余金   

前期末残高 3,234 3,558 

当期変動額   

剰余金の配当 △479 △299 

当期純利益 803 774 

当期変動額合計 323 474 

当期末残高 3,558 4,032 

利益剰余金合計   

前期末残高 20,031 20,355 

当期変動額   

剰余金の配当 △479 △299 
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年1月１日 

 至 平成22年12月31日) 

当期純利益 803 774 

当期変動額合計 323 474 

当期末残高 20,355 20,829 

自己株式   

前期末残高 △0 △1 

当期変動額   

自己株式の取得 △0 △0 

当期変動額合計 △0 △0 

当期末残高 △1 △1 

株主資本合計   

前期末残高 27,793 28,117 

当期変動額   

剰余金の配当 △479 △299 

当期純利益 803 774 

自己株式の取得 △0 △0 

当期変動額合計 323 474 

当期末残高 28,117 28,591 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 44 39 

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △5 △4 

当期変動額合計 △5 △4 

当期末残高 39 35 

評価・換算差額等合計   

前期末残高 44 39 

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △5 △4 

当期変動額合計 △5 △4 

当期末残高 39 35 

純資産合計   

前期末残高 27,838 28,156 

当期変動額   

剰余金の配当 △479 △299 

当期純利益 803 774 

自己株式の取得 △0 △0 

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △5 △4 

当期変動額合計 318 469 

当期末残高 28,156 28,626 
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（４）継続企業の前提に関する注記 

   該当事項はありません。 

 

 

(参考資料) 

生産及び販売の状況 

 (注)  前連結会計年度は決算期変更に伴い4月1日から12月31日までの9ヶ月間となっております。以下では比較

を容易にするため前年同期（平成21年１月１日から平成21年12月31日まで）との比較を記載しております。 

 

１．生産実績 
（単位：百万円）           

生産高 
事 業 部 門 

 前年同期比（％） 

  管工機材 

  ライフサポート 

  成形材 

    環境ビジネス 

         16,245 

          7,887 

          3,051 

            260 

         △6.5 

         △0.6 

          8.8 

           0.0 

合    計          27,445          △3.3 

         （注）1.金額は販売価格によって算出しております。 
              2.上記金額には消費税等は含まれておりません。 
 

２．販売実績 
（単位：百万円）           

販売高 
事 業 部 門 

 前年同期比（％） 

  管工機材 

  ライフサポート 

  成形材 

環境ビジネス 

         16,942 

          7,843 

          2,999 

            254 

         △6.0 

           2.5 

          12.2 

         △4.2 

合    計          28,039          △2.0 

         （注）上記金額には消費税等は含まれておりません。 
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役員の異動（平成23年３月25日付予定） 

 

１． 代表取締役の異動 

 

  該当事項はありません。 

 

 

２．その他の役員の異動 

    

新任監査役候補 

   監査役（非常勤）   

         原  一 夫 （現 原一夫税理士事務所所長） 

 

※ 新任監査役候補者 原 一夫氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役の資格要件を満

たす候補者であります。 

 

 

３．就任予定日 

  平成23年３月25日（金） 

 

以上 
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